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令和６年（ワ）第３７２８号 二酸化炭素排出削減請求事件 

原 告  外１５名 

被 告 株式会社ＪＥＲＡ 外９名 

被告ＪＥＲＡ証拠説明書（２） 

令和７年８月２９日 

名古屋地方裁判所民事第６部合Ａ係 御中 

 

被告株式会社ＪＥＲＡ訴訟代理人 

弁護士 大 久 保     圭  

 同 須  藤   希  祥  

 同 中  村   慶  彦  

 同 建  部   壮 一 郎  
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本証拠説明書における略語の使用は、別段断らない限り、被告ＪＥＲＡの提出し

た主張書面の例に倣うこととする。なお、書証内の赤枠は、被告ＪＥＲＡ訴訟代理

人において付したものである。 

 

証拠 標目（原本・写しの別） 
作成 

年月日 
作成者 立証趣旨 

乙16 エネルギー基本計画（抜

粋） 

写し 令和7年 

2月 

経済産業省

資源エネル

ギー庁 

エネルギー基本計画には日本の

エネルギー政策が示されている

ところ、そこには、気候変動対

策（環境適合性）の視点だけで

はなく、自国の置かれた状況を

踏まえたエネルギーの安定供給

の確保等といった他の重要な視

点をも加味した上で策定されて

いること等。 

乙17 判決（大阪高判令和7年4

月24日（LEX/DB文献番号

25622838）） 

写し 令和7年 

4月24日 

大阪高等裁

判所 

令和5年神戸地裁判決の控訴審

である令和7年大阪高裁判決

が、 

①令和5年神戸地裁判決の「国

際社会が目指す削減目標は、

地球全体の温暖化を防止する

ためのものであるのに対し、

原告らに生ずる被害の具体的

危険性は、地球温暖化の影響

が原告ら個々人に実際に生ず

ることの具体性をもって判断

すべきものであるから、地球

全体の温暖化の危険性をもっ

て、原告ら個々人に生ずる具

体的危険と同一視することは

できない。」旨の判示を維持

していること（11頁）、 

②令和5年神戸地裁判決の「地

球温暖化の進行は、CO2の多様

な人為的排出源の全てが寄与

して生じているのであるか

ら、原告らに生ずるおそれの

ある被害を防止するためのCO2

の排出削減方法も、どのよう

な排出源からの排出をどの程

度ずつ削減するかによって多

様なものがあり得るところで

あり、排出を削減すべき排出

源やその削減量があらかじめ
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証拠 標目（原本・写しの別） 
作成 

年月日 
作成者 立証趣旨 

一義的に定まるわけではな

い。」旨の判示を維持してい

ること（11頁）、 

③「カーボンバジェットは、

1.5℃目標を対象とした場合､

将来において世界全体で排出

可能なCO2累積量を元に、各国

に割り当てられたCO2累積量を

いい、現状の排出量を基準と

するのか、国内人口を基準と

するのかなどによって割当量

は相当程度異なるが、現時点

において、各国への配分基準

が一義的に明確に定められて

はいないし、世界規模でのコ

ンセンサスが得られているわ

けでもない。また、CO2を排出

する主体は事柄の性質上著し

く広範であるが、被控訴人神

戸製鋼らにのみカーボンバジ

ェットを基準としたCO2削減を

義務付けられる法令上の根拠

は存在しない。」と判示して

いること（13頁）、 

④「控訴人らの損害は、世界全

体のCO2排出行為により1.5℃

目標が達成できないことによ

り生じるものであることなど

からすると、被控訴人神戸製

鋼らのCO2排出行為が719条1項

後段の射程とはいえず、控訴

人らの上記主張は採用できな

い。」と判示していること

（12頁）等。 

乙18 クリーンエネルギー戦略 

中間整理 

写し 令和4年 

5月13日 

経済産業省

産業技術環

境局 

同省資源エ

ネルギー庁 

「クリーンエネルギー戦略」の

議論の前提として、「ロシアに

よるウクライナ侵略や電力需給

逼迫の事態を受け、改めてエネ

ルギーの安定供給確保があらゆ

る経済・社会活動の土台であ

り、エネルギー安全保障なしに

は脱炭素の取組もなしえないこ

とを再確認する必要がある」こ

とが指摘されていること等。 

乙19 「エネルギー危機の今、

あらためて考えたい『エ

写し 令和5年 

3月16日 

経済産業省

資源エネル
エネルギー安全保障の意義等。 
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証拠 標目（原本・写しの別） 
作成 

年月日 
作成者 立証趣旨 

ネルギー安全保障』」と題

するウェブページ 

ギー庁長官

官房総務課

戦略企画室 

乙20 環境基本法の解説（改訂

版）（抜粋） 

写し 平成14年 

10月21日 

環境省総合

環境政策局

総務課 

環境基本法4条は、我が国の経

済社会のあるべき姿とそこへ至

る道程、その際留意すべき事項

を記述したものにすぎないこと

等。 

乙21 最高裁判所判例解説民事

篇令和3年度（下）（5月～

12月分）（抜粋） 

写し 令和6年 

3月20日 

中野琢郎 令和3年最高裁判決は、民法719

条1項後段の適用に当たって、

被害者によって特定された複数

の行為者の行為がいずれも「被

害者の損害をそれのみで惹起し

得る行為」であることを要件と

していること等。 

乙22 2040年度におけるエネル

ギー需給の見通し（関連

資料）（抜粋） 

写し 令和7年 

2月 

経済産業省

資源エネル

ギー庁 

電力供給に当たっては、例え

ば、ロシアによるウクライナ侵

攻をはじめとする世界情勢、脱

炭素に向けた技術革新の進捗、

エネルギー需要の動向等を含

め、様々な不確実性が存在する

ことを念頭に置くことが必要不

可欠であること等。 

乙23 「『再エネ先進国』ドイツ

における電力需給の実態

からの学び」と題するウ

ェブページ 

写し 令和7年 

5月15日 

 

小野透 

（一般社団

法人日本鉄

鋼連盟特別

顧問） 

①ドイツは、周辺11か国との間

で電力系統が連系されてお

り、電力需給のミスマッチが

生じたり電力不足が生じたり

した場合（むしろ、ドイツ

は、日中の太陽光発電が好調

な時間以外は概して電力不足

の状況にある。）には、周辺

国から電力を輸入することに

よって調整しているのであ

り、電力の需給調整・供給力

について、周辺国に依存して

いることが指摘されているこ

と（7頁）、 

②ヨーロッパ全体としては、原

子力発電や火力発電も含め、

バランスの取れた電源構成を

有していること（9頁）、 

③ドイツにおける「再エネ化」

は、ヨーロッパ全体の調和の

取れた電源構成の中で、周辺

諸国との系統連系を可能とす

る地理的環境を前提として実



5 

証拠 標目（原本・写しの別） 
作成 

年月日 
作成者 立証趣旨 

現するものであり、これに対

して、日本は島国であって他

国との系統連系に依存するこ

とができる環境にはないので

あり、「再エネ化」について

も、ドイツで可能であれば日

本でも可能というものではな

いこと（10頁）等。 

以 上 




